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「なゐふる（ナイフル）」は「地震」の古語です。  「なゐ」は「大地」、「ふる」は「震動する」の意味です。
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※「おもな地震活動」の見方の詳細は「なゐふる」No.31 p.7をご覧下さい。

気象庁地震津波監視課　近藤さや

　2011年6月～8月に震度4以上を
観測した地震は51回でした。図の範
囲の中でマグニチュード（M）5.0
以上の地震は71回発生しました。
　東北地方太平洋沖地震の余震活動
及び余震域外で「震度5強以上」、
「被害を伴ったもの」のいずれかに
該当する地震の概要は次のとおりで
す（被害は総務省消防庁（平成23年
9月6日現在）による）。

大震度5強を観測し、建物の内壁剥離
3件の被害が生じました。

6/30 08:16 深さ4km M5.4 震度5強
地殻内で発生した地震で、長野県で最
大震度5強を観測し、負傷者15人、住
家半壊3棟、住家一部破損1,585棟
などの被害が生じました。

7/5 19:18 深さ7km M5.5 震度5強
地殻内で発生した地震で、和歌山県で
最大震度5強を観測し、住家一部破損
21棟などの被害が生じました。

※国土交通省港湾局の施設に気象庁が
臨時に観測装置を設置

和歌山県北部

M7.5以上の地震は以下のとおりです
（時刻は日本時間、震源要素は米国地
質調査所（USGS）、津波の高さは米
国海洋大気局（NOAA）による、Mw
は気象庁CMT解によるモーメントマ
グニチュード（9月6日現在））。

●ケルマデック諸島
7/7 04:03 深さ17km Mw7.6
インド・オーストラリアプレートの下
に沈み込む太平洋プレート内部で発生
した地震で、ケルマデック諸島では
1m20cmの津波が観測されました。

千葉市美浜区の公園内で液状化により地表に砂が噴き出して発生した
無数の噴砂。詳しくは本文5ページの記事をご覧ください。

長野県中部

新潟県
中越地方

世界の地震

2011年６月～８月

おもな地震活動

余震域（図中の矩形内）では、M5.0 
以上の地震が46回、M6.0以上の地震
が12回発生しました。最大は7月10 
日に三陸沖で発生したM7.3の地震
（震度4、図中ａ）で、この地震に対
し気象庁は津波注意報を発表し、仙
台港（※）で12cmの津波が観測され
ました。震度5弱以上を観測した地震
は7回発生しました。被害が発
生した地震は以下のとおりです。
▶6/23 06:50 岩手県沖 M6.9（震度
5弱、図中ｂ）：住家一部破損1棟など
▶7/23 13:34 宮城県沖 M6.4（震度
5強、図中ｃ）：住家一部破損2棟、非住
家一部破損６棟など
▶7/31 03:53 福島県沖 M6.5（震
度5強、図中ｄ）：負傷者11人
▶8/13 14:36 福島県沖 M6.8（震
度5弱、図中ｅ）：負傷者2人

「平成23 （2011年）東北地方
太平洋沖地震」の余震活動

○1

○３

○４

○2

東北地方太平洋沖地震（その2）

6/2 11:33 深
さ6km M4.7
震度5強
地殻内で発生
した地震で、3
月12日に長野
県・新潟県県
境付近で発生
したM6.7の地
震の余震と考
えられます。
この地震によ
り新潟県で最
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　2011年3月11日に発生した東北
地方太平洋沖地震（M9.0）は、強い
地震動と大規模な津波により東日本
の広い範囲に甚大な被害をもたらし
ました。現時点では、このような超
巨大地震の発生機構の理解は十分で
はありません｡そのため、今回の地震
の発生様式の解明は、学術的にも地
震・津波防災的にも重要です。今回
の地震は、地震・地殻変動の観測網
が整備された日本列島の直近で発生
したので、豊富なデータにもとづい
て、その理解が格段に進むことが期
待されています。そうした貴重な観
測データの中には、私たちが宮城県
沖とその周辺で実施している海底地

図１　東北地方太平洋沖地震の発生時に宮城県沖に設置されて
　　　いた海底地殻変動観測点。白丸：GPS/A（海上保安
　　　庁）、赤丸：GPS/A（東北大学）、菱形：水圧計。星
　　　印は東北地方太平洋沖地震の震央（気象庁による）。海
　　　底地形データは海上保安庁による。

震・測地観測によるものがあります
（図1）。
　今回の地震が日本列島のほぼ全域
に及ぶ大規模な地殻変動をもたらし
た様子は、国土地理院の電子基準点
（「なゐふる」44号p2-3参照）の
動きによって捉えられています。し
かし、震源の真上にあたる海底には
GPS衛星から電波は届きませんの
で、同じ方法で海底の動きを捉える
ことはできません。そこで開発が進
められてきたのが、GPS/音響結合式
（GPS/A）海底測地測量と呼ばれる
観測手法です（図2、写真1）。海
面にある観測船（またはブイ）の位
置をGPSで、観測船と海底にある基

準点との間の距離を音響測定で求
め、両者の測定結果をあわせること
で、海底基準点の位置を求めること
が可能となるのです。宮城県沖地震
の震源域の周辺海域では、今回の地
震の前から海上保安庁と東北大学が
こうしたGPS/A観測を繰り返し実施
してきており、3月11日の地震の発
生をうけて観測を実施しました。昨
年に実施した測量の結果と地震後の
測量結果との差から明らかとなった
震源域での海底の水平方向の動きは
最大31mにおよぶものでした。現時
点でのGPS/A観測は、観測船が繰り
返し現地に赴いて行うため、地殻変
動がどのような時間経過をたどった

海底観測で迫る超巨大地震

図２　GPS/A海底測地測量。

写真１　GPS/A海底測地測量の船上作業（ブイの投入）風景。



のかを示す連続データを得ることが
できません。海底での地殻変動連続
観測を実現するために行っているの
が、海底水圧連続観測です。海底で
水圧を測定すると測定点の水深を知
ることができますから、海底の水圧
変化から上下方向の海底地殻変動を
捉えることができます。水圧計の信
号は、一緒に海底に設置されたデー
タレコーダに記録されます。観測装
置は、観測船から海底に投下するこ
とにより設置され（写真2、「投げ込
み式」と呼ばれることがありま
す）、一定期間の連続観測を終えた
後、海面へ浮上させて船上へ拾い上
げることにより、データとともに回
収されます（写真3）。宮城県沖で
は、1年間連続記録可能な装置を同
じ所に繰り返し設置・回収すること

より沿岸から流されてきた漂流物が
多く（写真4）、航行や観測作業に
支障を来すこともしばしばで、あら
ためて今回の地震のすさまじさを思
い知らされる経験となりました。GP
S/A観測もなんとか実施でき、5m 
の隆起を記録した水圧計も回収でき
たのですが、やはり「投げ込み式」
の装置の回収作業ははかどっていま
せん。応答はありますから、大地震
そのものは耐え抜いたものの、何ら
かの理由で海底から離れることがで
きないようなのです（写真3の水圧
計はタコが引き上げてくれたのかも
しれません…）。回収された装置を
見ると、どれも大量の泥がついてい
ます。この海域で繰り返し観測を始
めて8年になりますが、こんなこと
はこれまでありませんでした。大き
な震動で海底の堆積物が舞い上が
り、それが海底の装置の上に降り積
もることにより、離底が難しくなっ
ているのではないかと考えていま
す。
　ここで紹介した海底地殻変動観測
の技術は、最近になってようやく実
用化にこぎつけたもので、データの
質・量ともに陸上観測に比べて見劣
りするものです。しかし、今度の地
震で大きなすべりがあった海溝のす
ぐ近くで歪がどのように蓄積されて
いるのかを把握するためには、陸上
の観測だけでは不十分です。引き続
き海底地殻変動観測の技術革新を図
るとともに、少しでも観測点を増や
せるように努力を続けて行かなくて
はならないと考えています。

東北大学大学院理学研究科
日野亮太

により長期観測を行っていて、昨年
に設置した装置が今回の地震による
海底地殻変動を捉えました。現在も
進行中の地震後の地殻変動（余効変
動）を捉えるために、いくつかの観
測装置はまだ海底にあります。一
方、回収されたデータには、GPS/A
観測の基準点と同様に大きな地殻変
動が記録されていました。例えば、
日本海溝に近い水深5,500mの地点
に設置した水圧計では、5mの隆起
に相当する水圧変化が捉えられてい
ました。
　こうした大きな地殻変動（と強震
動）を経験した観測装置は無事なの
だろうか？　地震直後から私たちは
大変心配していました。観測を行っ
た海域は牡鹿半島から東へ約100km
の沖合ですが、地震直後は、津波に

写真２　海底水圧連続観測装置の設置作業。

写真３　回収のために海面に浮上させた水圧計。
　　　　下にタコが見える。

写真４　作業海域を漂流していた大型コンテナ。



　2011年東北地方太平洋沖地震で
は、宮城県栗原市築館で震度7が記録
されたのをはじめ、岩手県から千葉
県までの広い範囲で震度6弱以上、東
日本のほぼ全域が震度5弱以上の強
い揺れに見舞われました（図1）。広
範囲に強い揺れ（強震動）が襲うこ
とは、海溝型巨大地震の特徴の一つ
です。

　図2は防災科学技術研究所の強震観
測網K-NET及びKiK-netで観測され
た強震波形（揺れの加速度）を北か
ら南に並べた図です。牡鹿では、地
震発生の約45秒後に最初の強い揺れ
をもたらす波群（S1）が到達し、一
度小さくなってから、再び強い揺れ
（S2）が到達しました。まるで約50
秒の時間差で地震が2回起きたかのよ
うに見えます。北関東では主要な波
群は1つしか見られません。どうして
このような揺れになったのでしょう
か？

　図1には、強震波形の分析により推
定した強震動生成域の位置（S1～
S4）も示しています。図2の観測波
形の特徴的な波群は、それぞれの対
応する強震動生成域から放出された
ことがわかりました。短周期の地震
動は距離とともに減衰するために観
測点から近い強震動生成域の影響を
強く受けて、波形にこのような特徴
が現れました。長周期の地震波形や
GPS、津波記録を用いた解析では、
海溝軸に近い浅い部分にすべり（断
層のずれ）が集中していた（図1で白
く囲んだ辺り）ことが報告されてい
ます。今までのM7～8程度の多くの
地震の解析からは、強震動はすべり
の大きいところから生成されていま
したので、一見すると、矛盾してい
るようにもみえます。しかし、これ
らの強震動生成域は、従来の宮城県
沖や福島県沖の地震の想定震源域に
対応している可能性があります。つ
まり、海溝付近の巨大津波地震と複
数の普通の海溝型地震が同時多発的

に連動した地震であっ
たと示唆されます。海
溝型地震の長期評価や
強震動予測手法の改良
のためにも、今後さら
に詳しい分析を続けて
いく必要があります。

　このような貴重な観
測網の復旧とデータ公
開に関わられている皆
様に改めて感謝いたし
ます。今回の地震で得
られた観測記録を用い
て、できうる限りの研
究を進めていくことが
我々地震学研究者に課
せられた責務の一つで
あると考えます。

京都大学防災研究所
浅野公之

　  

観測された強震動の特徴

2011年東北地方太平洋沖
地震の強震動の成因

｢同時・多発・連動型」海溝型地震
だった？

図１　2011年東北地方太平洋沖地震の震度分布、震源断層（赤色矩形領域）及び強震動生
　　　成域（S1～S4）の分布（青色矩形領域）。
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図２　東北日本沿岸のK-NET、KiK-netで観測された加速
　　　度波形（南北動成分）。特徴的な波群の伝播のよう
　　　すを矢印で示しています。
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　東北地方太平洋沖地震では、東北
地方だけでなく震央から約400km 
離れた東京湾沿岸においても液状化
による被害が広範囲で発生しまし
た。特に浦安をはじめとした千葉県
の沿岸地域で、住宅の傾斜やガス・
上下水道などのライフラインの被害
が多く見られました。ここでは千葉
市美浜区での液状化被害について取
り上げます。
　千葉市美浜区は全域が埋立地で、
1960年代から1980年代中頃までの
間に東京湾沖で浚渫された土砂で埋
め立てられています。西部の幕張新
都心には幕張メッセがあり、そこで
は液状化の影響を受けていると考え
られる地震記録が得られています。
区全域が埋立地であるため液状化に
よって砂を含んだ水が地表に噴き出
す現象（噴砂）が広範囲にわたり発
生しました。
　巻頭写真は公園で砂が噴き出した
ことによりたくさんの火山の噴火口
のようなもの（噴砂口）が発生した
様子です。ある戸建住宅が建ち並ぶ
街区ではアスファルトに生じた亀裂
などから大量の噴砂が発生し道路上
に最大45cmも砂が堆積していまし
た（写真1）。駐車していた乗用車
のまわりに砂が堆積し動けなくなる
といった被害もありました（写真
2）。一方で噴砂などの被害がほと
んど見られない場所もありました。
ある街区では、周囲の幹線道路沿い
の歩道にマンホールの浮き上がりな
ど激しい被害があるにもかかわら
ず、街区内は液状化対策の地盤改良
が行われていたためまったく被害が
見られませんでした。また、主要な
幹線道路は液状化対策の地盤改良が
行われていたのでほとんど被害はな
く、交通に支障はなかったため道路
等に噴出した砂の撤去作業は比較的
スムーズに行われました。
　今回の地震により液状化が発生し
た場所は、千葉県ではほとんどが人
工的に埋め立てられた所で地下水位
が浅い（地表面に近い）場所です。
また美浜区では過去の地震でも同様
に液状化が発生していたという場所

があります。よって埋立地では、一
度液状化が発生しても再び次の大地
震で発生する可能性があると考えら
れます。
　　　　　　　　千葉大学　関口徹

注）海底・河床などの土砂を、水深を深
　   くするために掘削すること

写真１　住宅街の道路で液状化により噴出し厚く堆積した砂。

繰り返された液状化  千葉市美浜区の場合

写真２　液状化により噴出した砂により動けなくなった車。

しゅんせつ 注）



図１　M５以上で内陸下深さ100kmより浅い震源の
　　　分布。左上が本震前の今年初めから3月10日
　　　まで、右下が本震から一か月間の震央分布。
　　　余震域は、本震後一か月間の余震の分布から
　　　決めたもの。

　この地震は、M9.0という超巨大
な地震であったため日本列島全体に
大きな影響を与えました。ここで
は、日本列島内陸への影響を見てみ
ます。ここで使うのは気象庁による
一元化震源データですが、気象庁で
は、関係機関や大学の協力で観測
データを集め、処理に努めていま
す。ただ、本震発生後、地震が多発
しデータ量が膨大になったため、完
全には処理が終わっていません。で
すから本震後のデータはまだ不十分
ですが、それでも本震によって日本
列島での地震の起き方が一変したこ
とが分かります。
　図1に示したのが、M5以上で深さ
100kmまでの内陸の地震の震央分布
です。図1右下は、本震が起きるま
での約70日間ですが、中部地方に2
個しか起きていません（震源が重
なっておりこの図では1個にしか見
えません）。一方、図1左上は本震
発生後の31日間です。表示期間とし
ては、本震前の半分以下ですが、東
日本で31個も起きています。同じ期
間で比較すると内陸だけで地震数が
30倍以上になったわけです。中に
は、3月12日に新潟・長野県境で起
きて栄村などに被害をもたらした地
震（M6.7）や4月11日に発生して、
いわき市を中心に被害を引き起こし
た福島県浜通りの地震（M7.0）な
どがあります。
　このようにM5以上でみると本州
の東半分だけに大きな影響を与えた
ように見えますが、その後は、6月4
日に島根県、6月30日に長野県松本
市、7月5日に和歌山県北部、8月1
日に駿河湾でそれぞれ中規模の地震
が起きており、西日本にも活動が広
がっています。特に富士山付近の地
震、松本市の地震、新潟・長野県境
の地震は、東北日本と西南日本のプ

図２　上図は、内陸の浅い地震の震央分布（深さ
　　　20km以浅）。期間は、本震の前後一か月
　　　間。下図は、上図の震央を直線AB に投影
　　　して時間順に示したもの。

が下図です。3月11日にM9.0の本震
が起こったため、日本列島で地震が
急増しました。この図を見ると中央

列島の地震活動を一変させた

か月、合計二か月間に内陸で起きた
震央分布を示しています。これを直
線ABに投影して時間順に示したの

レート境界付近で起き
ており、今後もこのプ
レート境界付近は注意
が必要です。また、
もっと小さな地震まで
含めてみると日本列島
全体が影響を受けたこ
とが良くわかります。
　図2の地図に本震の
発生をはさんだ前後一
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部の中部地方や関東地方で急に地震
が多発しはじめたことや、右端に近
い北海道や左端の九州地方でも地震
活動が増えたことが分かります。特
に、飛騨山脈、伊豆諸島をはじめと
する火山付近で地震活動が活発化し
ていることが顕著です。
　一方で、地震活動が増えたところ
ばかりではありません。岩手・宮城
県境付近の地震活動は、逆に減って
います。図3にその地震数の変化を示
しました。本震までの地震数の発生
割合が、本震後に急減し、発生割合
が減ったままです。
　このように日本列島で全体として
地震活動が活発化した原因は、今回
の本震によって日本列島が大きく東
に跳ねだしたため、日本列島の地殻
が東西に引っ張られたようになった
ためです。その様子を国土地理院が
日本列島に展開しているGPS観測網
による変化から見てとれます。図4に
示したように、陸上では水平最大
5.4m、上下で約1m沈下が観測され
ていますが、三陸沖の海底では30m
以上も動いたという報告もあります
（2、3ページ参照）。これだけ地殻
が引き伸ばされたため、地下の中小
の断層がこれまでなら摩擦でズレが
起きなかったのですが、耐えきれな
くなってズレが起きてしまっている
のが、現在の状況です。いわき市の
地震や長野県栄村の地震などは、や
や大きめの断層がズレたわけです
が、このような地震は震源付近では
震度6強などの大きな強い揺れを起こ
します。日本列島は内陸でこのよう
な地震が起きやすい状態になってい
ますので、今後も注意が必要です。
またこのような内陸地震の場合、緊
急地震速報が間に合わない地域もあ
ります。大きな揺れを感じたらすぐ
身を守るようにしてください。

産業技術総合研究所
石川有三

図３　岩手・宮城県境付近の地震活動の数の時間変化。縦軸は地震数、横軸は月を示しています。
　　　本震発生前と後で地震の発生する割合が急に減っていることが分かります。

図４　東北地方太平洋沖地震の本震の震源断層（国土地理院のモデル）と国土地理院GEON
　　　ETデータによる本震時の日本列島内陸部各地の変動。左上に示した矢印が5mの水平
　　　変位を示します。陸上GPS観測点では牡鹿半島の観測点で最大5.4mの水平変位が記
　　　録されました。

東北地方太平洋沖地震
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地震学会一般公開セミナーのおしらせ
下の通りです。なお、同日にグラン
シップ内の別フロアにて静岡県庁主
催の防災フェアも開催いたします。

Information

2010年度日本地震学会論文賞及び日本地震学会若手学術
奨励賞

　日本地震学会は2011年秋季大会
開催に合わせて一般公開セミナーを
開催します。講演者とその題目は以

　 「東日本大震災に学び東海地震に備える」
主催：公益社団法人日本地震学会
共催：静岡県危機管理部・静岡大学
日時：2011年10月15日（土）13時～15時
会場：グランシップ11階・会議ホール・風 （JR東静岡駅南口徒歩３分）
定員450名（当日受付）、参加無料、当日会場にて12時15分より受付開始

■プログラム■
　１）東日本大震災から考える、東海地震への備え

　２）災害史に学ぶ：東日本大震災と関東大震災

古村孝志
東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター教授

地震研究所教授

武村雅之
静岡大学防災総合センター客員教授

(株)小堀鐸二研究所副所長

　日本地震学会は、2010年度の論
文賞2篇、若手学術奨励賞3名を決
定し、日本地球惑星科学連合2011
年大会時に授賞式を行いました。

論文賞
１．受賞対象論文
東海地方の非定常地殻変動―東海ス
ロースリップと2004年紀伊半島南
東沖の地震の余効変動―、水藤 尚・
小沢慎三郎、地震 第２輯、第61巻、第３号、113-135、2009

２．受賞対象論文
Weak interplate coupling beneath the subduction zone off Fukushima,
NE Japan, inferred from GPS/acoustic seafloor geodetic observation, 
Yoshihiro Matsumoto, Tadashi Ishikawa, Masayuki Fujita, Mariko Sato, 
Hiroaki Saito, Masashi Mochizuki, Tetsuichiro Yabuki, and Akira Asada,
Earth Planets Space, 60, e9-e12, 2008

若手学術奨励賞
１．　受賞者：齊藤竜彦
受賞対象研究：地震・津波の波動現象に関する理論的研究

２．　受賞者：平 貴昭
受賞対象研究：地震発生過程の解明に向けた高周波数地震コーダ波を用いた地　
　　　　　　　球内部不均質構造の時空間変化に関する研究

３．　受賞者：利根川貴志
受賞対象研究：実体波を用いた決定論的および統計論的手法による地球内部構造
　　　　　　　イメージ ングに関する研究
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